
企業実体

継続企業

貨幣的評価

※「期間計算」でも○

継続企業 ※「期間計算」でも○

継続企業の公準は、反証のない限り企業がその経済活動

を半永久的に営むことを前提に、種々の会計手続を実施

することを承認する社会的仮定である。例えば、企業が

耐用年数１５年の機械を購入して製造活動をする場合、

その最終結論の数値を得るためには、１５年後を待たな

ければならない。他方、今日の企業会計は、一定期間ご

とに利害関係者に企業活動に関する情報を提供しなけれ

ばならない。そのためこの例の場合は、それが１５年後

にどのような状態になっているかを合理的に見積り、そ

れならば当期間中にその機械はどうなるかの予測計算を

しなければならない。このように、半永久的に営まれる

と仮定される経済活動を、人為的に一定期間ごとに断ち

切った計算をする必要があり、今日の企業会計は継続企

業の公準を前提として、期間計算を行うことになってい

る。この前提の上で、減価償却計算、繰延経理、引当金

の設定等々の期間損益計算の諸原則が派生する。

※「継続企業の公準」を「期間計算の公準」と言い換えても○

＜ご注意＞
この解答は、株式会社建設経営サービス（KKS)が作成
したもので、試験機関による正式な採点結果を保証す
るものではありません。あくまで解答例としてご利用
ください。また、配点及び合格ラインもKKSの予想です。
本解答例の著作はKKSに帰属します。予告なく内容を変
更する場合があります。
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リース資産

支払利息

リース債務

リース債務

当座預金

減価償却費 減価償却累計額

4800000 4800000

240000
960000

1200000

960000 960000
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★18点（各6点　ただし、乙群・丙群の両方正解で6点）

★12点（各4点　ただし、借方・貸方両方の記号・勘定科目・金額のすべて正解で4点）
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